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○茨城県企業局低入札価格調査制度実施運営要領 

（平成 10 年 10 月 1 日施行） 

改正：平成 15 年 4 月 1 日  
改正：平成 18 年 5 月 1 日  
改正：平成 18 年 5 月 22 日 

改正：平成 20 年 9 月 1 日  
改正：平成 21 年 6 月 22 日 

改正：平成 22 年 8 月 24 日 

改正：平成 23 年 3 月 30 日 

改正：平成 23 年 4 月 14 日 

改正：平成 25 年 5 月 31 日 

改正：平成 28 年 3 月 29 日 

改正：平成 29 年 3 月 30 日 

改正：平成 30 年 8 月 21 日 

改正：令和元年 7 月 1 日 

改正：令和 2 年 4 月 1 日 

改正：令和 4 年 4 月 1 日 

改正：令和 6 年 3 月 28 日 

改正：令和 7 年 4 月 1 日 

 （趣旨） 

第１条 この要領は，茨城県企業局が発注する建設工事について，茨城県企業局会計規程（平成

23 年茨城県企業管理規程第 3 号。以下「会計規程」という。）第 98 条第 2 項に規定する契約の

内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる場合の基準及び当該基準に該当する

入札があった場合の手続に関し，別に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

 （対象工事） 

第２条 この要領は，1 件の請負に付する額が 1 億 5,000 万円以上の建設工事並びに総合評価方

式により発注する建設工事に適用する。 

 （調査基準価格の設定） 

第３条 会計規程第 98 条第 2 項に規定する契約の内容に適合した履行がされないおそれがある

と認められる場合の基準は，その者の申込みに係る価格（消費税及び地方消費税を含む額）が，

契約ごとに 10 分の 7.5 から 10 分の 9.2 の範囲内で管理者又は工事担当課長の定める割合を予

定価格（消費税及び地方消費税を除く額）に乗じて得た額（ただし，その割合が 10 分の 7.5 の

場合にあっては，１万円未満を切上げとし，それ以外の場合にあっては１万円未満を切捨てと

する。）に 100 分の 110 を乗じて得た額（以下「調査基準価格」という。）を下回った場合と

する。 

２ 前項に規定する割合の算定は次のとおりとする。 

 （1）予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計（１万円未満切り捨て）に，100 分の 110

を乗じて得た額を予定価格で除して得た割合とする。ただし，その割合が 10 分の 9.2 を超え

る場合にあっては 10 分の 9.2 とし，10 分の 7.5 に満たない場合にあっては 10 分の 7.5 とす

る。 

  ①直接工事費の額に 10 分の 9.7 を乗じて得た額 

  ②共通仮設費の額に 10 分の 9 を乗じて得た額 

  ③現場管理費の額に 10 分の 9 を乗じて得た額 

    ④一般管理費の額（契約保証費を含む）に 10 分の 6.8 を乗じて得た額 
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ただし，電気設備・機械設備が主体となる建設工事にあっては，上記①の直接工事費の額

を直接工事費相当額とし，その額に 10 分の 9.5 を乗じて得た額とする。直接工事費相当額

は，直接工事費に機器費を加えた額とする。 

また，電気設備・機械設備が主体となる修繕工事にあっての直接工事費相当額は，直接工

事費に機器費と工場修理費を加えた額とする。 

 （2）建築工事にあっては，上記(1)の①及び③を次に掲げる額とする。 

  ①直接工事費相当額（直接工事費に 10 分の 9 を乗じて得た額）に 10 分の 9.7 を乗じて得た

額 

  ③現場管理費相当額（現場管理費に直接工事費の 10 分の 1 を加えた額）に 10 分の 9 を乗じ

て得た額 

 （3）昇降機設備工事その他の製造部門を持つ専門工事業者を対象とした工事にあっては，上記

(1)の①及び③を次に掲げる額とする。 

  ① 直接工事費相当額（直接工事費に 10 分の 8 を乗じて得た額）に 10 分の 9.7 を乗じて得

た額 

  ③ 現場管理費相当額（現場管理費に直接工事費の 10 分の 2 を加えた額）に 10 分の 9 を乗

じて得た額 

 （4）特別なものについては，上記(1)から(3)の算定方法にかかわらず 10 分の 7.5 から 10 分の

9.2 の範囲内で適宜の割合とする。 

３ 管理者又は工事担当課長は，前項に規定する割合により調査基準価格を決定し，当該金額を

予定価格表（茨城県企業局建設工事等施行手続及び監督規準（平成８年茨城県企業局訓令第１

号。以下「監督規準」という。）様式第 5 号）の「調査基準価格」の欄に記載し，さらに，当該

調査基準価格に 110 分の 100 を乗じて得た金額を「入札書比較価格」の欄に記載するものとす

る。 

 （入札参加者への周知） 

第４条 管理者は，次の各号に掲げる入札につき，それぞれ当該各号に定めるところにより，入

札価格によっては最低価格入札者（総合評価適用工事に関する入札においては，最高評価値と

なった入札者）であっても必ずしも落札者とならない場合がある旨を明示するものとする。 

 （1）政府調達に関する協定に係る一般競争入札 

    別に定める要領に基づく入札公告及び入札説明書によるものとする。 

 （2）一般競争入札 

   企業局一般競争入札実施要領に基づく入札公告によるものとする。 

 （3）指名競争入札 

   監督規準に基づく工事入札通知書表面の「最低制限価格」の欄の「最低制限価格」の文字

を「＝」（2 重線）で消し，「調査基準価格」と記載するとともに，裏面 2（7）に，なお書と

して，次の文面を挿入することとする。 

「なお，落札者となるべき者の入札によっては，その者により当該契約の内容に適合した履

行がされないおそれがあると認めるとき，又はその者と契約することが公正な取引秩序を

乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは，その者を落札者とせ

ず，予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち，最低の価格をもって入札

した者を落札者とする。」 

 （入札の執行） 

第５条 入札の結果，いずれかの入札者（事前審査方式の総合評価適用工事に関する入札におい

ては，最高評価値となった入札者に限る。）が調査基準価格を下回る入札をした者（以下，「低

入札者」という。）である場合には，入札執行者は，全ての入札者に対して「低入札調査基準価
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格を下回ったため保留」と宣言し，地方自治法施行令第 167 条の 10 第 1 項の規定により落札者

は後日決定する旨を告げて，入札を保留とする。 

  また，入札執行者は，監督規準に基づく入札書取書に「低入札調査基準価格を下回ったため

保留」と記入する。 

 （調査の実施） 

第６条 事業主管課長又は出先機関の長（以下「事業主管課長等」という。）は，前条の規定によ

り入札を保留としたときは，低入札者の入札内容が，「契約の内容に適合した履行がされない

おそれがあると認められる場合」に該当するかどうかに関する判断基準における数値的判断基

準（以下単に「数値的判断基準」という。）に該当するか否かを確認し，数値的判断基準に該当

した者については調査を終了し、数値的判断基準に該当しなかった者については，低入札調査

表等の提出について（様式第１－１号）を通知することにより，低入札調査表（様式第２号。

当該様式に記載された添付書類（様式第２－１号から様式第２－１１号及び事業報告書等）を

含む。）又は低入札価格調査辞退届出（様式第１－２号）の提出を求めるものとする。 
２ 事業主管課長等は，数値的判断基準に該当しなかった者については，次に掲げるところによ

り調査を行うものとする。 
（１）低入札者から低入札調査表が提出されたときは，次の①～⑮に掲げる事項について，事情

聴取，関係機関への照会等の方法により調査を行う。なお，低入札者が複数あったときは，最

低価格入札者（総合評価適用工事に関する入札においては，最高評価値となった入札者）から

順に調査を行うことを基本とするが，必要に応じ，これらの低入札者に対し，並行して調査を

実施すること（以下「並行調査」という。）ができるものとする。 
 ①その価格で入札した理由（様式第２号） 
 ②低入札価格調査用工事費内訳書（様式第２－１号）      
 ③手持ち工事の状況（様式第２－２号）                    
  ④手持ち資材の状況（様式第２－３号）                     
 ⑤資材購入先及び購入先と入札者の関係（様式第２－４号） 

 ⑥手持機械及び手持設備の状況（様式第２－５号）         
  ⑦労務者の具体的供給見通し（様式第２－６号）           
  ⑧安全対策の計画（様式第２－７号）                    
  ⑨技術者等の配置計画（様式第２－８号）                
 ⑩過去に施工した公共工事の成績（様式第２－９号）      
 ⑪建設副産物の搬出予定の状況（様式第２－10 号）        
  ⑫下請予定業者名及び予定下請金額（様式第２－11 号）    
  ⑬事業報告書等                                            
  ⑭信用状態                                         
 ⑮その他の必要な事項                                  
（２）前号の規定による調査の結果，より詳細な調査が必要と認めるときは，次の①～④に掲げ

る書類のうち、必要と判断したものの提出を追加で求めることができる。 
①一位代価表（様式第２－１３号） 

②共通仮設費の内訳書（様式第２－１４号） 

③現場管理費の内訳書（様式第２－１５号） 

④一般管理費の内訳書（様式第２－１６号） 
（３）低入札者から低入札価格調査辞退届出が提出された場合又は低入札調査表及び低入札価格

調査辞退届出のいずれかの提出がなかった場合は，調査を終了するものとする。 
３ 低入札調査表及び前項第２号に規定する①～④に掲げる書類（以下，まとめて「各種調査表」
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という。）については，その提出後における差替え又は追加提出は認めない。ただし，調査の

過程において事業主管課長等が必要と認めた場合は，原則１回に限り追加提出を認めるものと

する。 

４ 第１項の「契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる場合」に該当す

るかどうかに関する判断基準は，別に定める。 
５ 第２項の調査において，各種調査表から低入札者が数値的判断基準に該当すると確認した場

合は，当該調査を終了する。 
６ 調査の実施にあたり、低入札者が落札候補者でないことが決定している場合には、当該調査

を終了する。 

 （調査後の措置） 

第７条 事業主管課長等は，前条第２項の規定によりの調査を実施したとき（前条第１項又は前

条第５項の規定より低入札者が数値的判断基準に該当することを確認して調査を終了した場合

を除く）は，調査結果について，別に定める低入札価格審査部会（以下「審査部会」という。）

に対し，「低入札価格調査審査部会での審査について」（様式第７号）に「低入札価格調査結果

表」（様式第４号）を付して，審査を求めるものとする。 

２ 事業主管課長等は，前項の審査部会の審査を経たとき若しくは前条第１項又は前条第５項の

規定により低入札者が数値的判断基準に該当することを確認して調査を終了したときは，別に

定める入札委員会（以下「入札委員会」という。）に対し，「低入札価格調査対象業者（非）落

札決定伺い」（様式第９号）に「低入札価格調査結果表」（様式第４号）及び「低入札価格審査

部会での審査結果について」（様式第８号）を付して，審査を求めるものとする。ただし、低入

札者が落札候補者でないことが決定している場合を除く。 

３ 審査部会は，第１項の審査の結果について，「低入札価格審査部会での審査結果について」

（様式第８号）により，入札委員会に対し意見を表示するものとする。 

４ 事業主管課長等は，審査部会及び入札委員会の審査結果を踏まえ，落札者を決定するものと

する。 

５ 事業主管課長等が最低価格入札者（総合評価適用工事に関する入札においては，最高評価値

となった入札者）を落札者としない場合（以下「失格」という。）において，次順位者が低入札

者であった場合には，事業主管課長等は次順位者に対し「低入札調査表等の提出について」（様

式第１０号）により通知し，第６条の調査を行うものとする。だたし，並行調査を行う場合を

除く。 

６ 事業主管課長等は，落札者を決定したときは，落札者に対し「入札結果通知書」（様式第５

号）により落札者となった旨を通知するとともに，その他の入札者に対し「入札結果通知書」

（様式第６号）により落札者を通知するものとする(電子入札による場合を除く）。 

なお，失格としたものがある場合には，「入札結果通知書」（様式第 12 号）により失格とな

った旨を通知するものとする。  

７ 事業主管課長等は，前条第２項の規定により低入札者から低入札価格調査辞退届出が提出さ

れ調査を終了したとき，又は低入札調査表及び低入札価格調査辞退届出のいずれかの提出がな

かったときは，当該低入札者の入札を無効とする。 

（調査結果の公表） 

第８条 入札執行者は，落札者が決定したときは速やかに，入札書取書の写しに，低入札者の入

札の結果を，「落札」，「失格」又は「無効」の区分により記入し，別に定める要領により閲覧

に供するものとする。 

２ 事業主管課長等は，落札者を決定したときは速やかに前条第２項の規定により入札委員会の

審査を求めた低入札者につき「調査結果」（様式第３号）を作成し，公表するものとする。 
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（施工体制の点検） 

第９条 調査を実施した工事において，履行可能と判断し契約した工事については，施工体制の 

点検を強化するものとする。 

２ 調査基準価格を下回る価格で入札を行った者と契約を締結した場合は，第６条による各調査

表の写しを監督員に引き継ぐものとする。 

    

   付 則 

 この要領は，平成 10 年 10 月 1 日から施行する。 

   付 則 

 この要領は，平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 

    付 則 

 この要領は，平成 18 年 5 月 1 日から施行する。 

   付 則 

 この要領は，平成 18 年 5 月 22 日から施行する。 

   付 則 

 この要領は，平成 20 年 9 月 1 日から施行する。 

   付 則 

 この要領は，平成 21 年 6 月 22 日から施行する。 

   付 則 

 この要領は，平成 22 年 8 月 24 日から施行する。 

   付 則 

 この要領は，平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

   付 則 

 この要領は，平成 23 年４月 14 日から施行する。 

   付 則 

 この要領は，平成 25 年 6 月 1 日から施行する。 

    付 則 

 この要領は，平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

    

   付 則 

 この要領は，平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

 

     付 則 

 この要領は，平成 30 年 8 月 21 日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。 

 

   付 則 

１ この要領は，令和 元年７月１日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。ただ  

し，第２条における「１００分の１１０」及び第３条における「１１０分の１００」につい  

て，消費税及び地方消費税の税率を８％として当初契約する工事においてはそれぞれ「１０  

０分の１０８」，「１０８分の１００」と読み替える。 

 
 付 則 

 この要領は，令和 2 年 4 月 1 日以降に起工決議を行う工事に適用する。 
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 付 則 
 この要領は，令和 4 年 4 月 1 日以降に起工決議を行う工事から適用する。 
 
   付 則 
 この要領は，令和 6 年 4 月 1 日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。 
 
   付 則 
 この要領は，令和 7 年 4 月 1 日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。 
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様式第１－１号 

                                   第     号  

  年  月  日   

                  殿 

                             茨城県企業局 

                               ○○課（室）長 

 

低入札調査表等の提出について 

 

   年  月  日に入札を執行し開札の結果，落札の決定を保留していた○○○○○工事に

ついて，貴社の入札した入札価格が，調査基準価格を下回っていますので，下記により書類を作

成し，  年  月  日までに提出して下さい。 

  

記 

１ 提出資料 
 下記（１），（２）のいずれかの書類を提出して下さい。 

（1）低入札調査表（様式第２号）及び当該様式に示す以下の添付資料 

   ア  低入札価格調査用工事費内訳書（様式第２－１号） 

   イ 手持ち工事の状況（様式第２－２号）    
     ウ 手持ち資材の状況（様式第２－３号） 

   エ 資材購入先及び購入先と入札者の関係（様式第２－４号） 

    オ  手持機械及び手持設備の状況（様式第２－５号） 

    カ 労務者の具体的供給見通し（様式第２－６号） 

    キ  安全対策の計画（様式第２－７号）  
    ク 技術者等の配置計画（様式第２－８号） 

      ケ  過去に施工した公共工事の成績（様式第２－９号） 

      コ 建設副産物の搬出予定の状況（様式第２－10 号） 

      サ 下請予定業者名及び予定下請金額（様式第２－11 号） 
   シ 事業報告書等（最新の事業報告書の写し） 

    その他特別な理由により，市場価格より低い価格で当該工事が施工できる理由 
 
（2）低入札価格調査辞退届出（様式第１－２号） 
 

２ 留意事項 
（1）低入札調査表を提出した場合 
  後日，事情聴取を行います。事情聴取の日時，場所等は別途お知らせします。 
（2）低入札価格調査辞退届出を提出した場合 
  低入札価格調査を終了します（入札は無効となります。） 
  なお，本届出の提出により無効となった場合でも，不利益な取り扱いを受けることはありま

せん。 
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様式第１－２号 

 

 

 

低入札価格調査辞退届出 

 

 

 

          殿 

 

 年 月 日 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名 

 

 

 

工事名： 

 

 

 上記について，  年  月  日付け  第  号にて通知を受けた低入札調査表

等の提出について，低入札調査表を提出しないことを届け出ます。 

 この結果，低入札価格調査が中止となり，入札が無効と取扱われることについても，異

存はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件責任者：氏名        連絡先  
担 当 者：氏名        連絡先  
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様式第２号 

 

低 入 札 調 査 表 

 

                                         入札者 所在地 
 

                                                 代表者              

工事番号  工 事 名  

工事場所  入札価格                           円 

１ その価格で入札した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 工事の施工にあたって，その価格で実施可能であることについて記入すること。 
※２ 特に工事の品質，下請契約，労働条件，安全対策の適正確保の事項についても記載するこ

と。 
※３ 以下の資料を全て添付すること 

ア 低入札価格調査用工事費内訳書（様式第２－１号）      
  イ 手持ち工事の状況（様式第２－２号）                    
   ウ 手持ち資材の状況（様式第２－３号）                     
  エ 資材購入先及び購入先と入札者の関係（様式第２－４号） 

  オ 手持機械及び手持設備の状況（様式第２－５号）         
   カ 労務者の具体的供給見通し（様式第２－６号）           
   キ 安全対策の計画（様式第２－７号）                    
   ク 技術者等の配置計画（様式第２－８号）                
  ケ 過去に施工した公共工事の成績（様式第２－９号）      
  コ 建設副産物の搬出予定の状況（様式第２－10 号）        
   サ 下請予定業者名及び予定下請金額（様式第２－11 号）    
   シ 事業報告書等（最新の事業報告書の写し）          
※４ ※３の資料の他に，特別な理由により，市場価格より低い価格で当該工事が施工できる理

由があればその理由を回答すること。 

 

本件責任者：氏名        連絡先  
担 当 者：氏名        連絡先  
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様式第２－１号 

低入札価格調査用工事費内訳書 
 
 
 
 

工  事  名   
 
 
 

許可行政庁名   
 
 

工 事 番 号  許 可 番 号        
工     種  格    付  
工 事 場 所   

 
会社名・番号 
 

元請負人：１ 下請負人：２ 下請負人：３ 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
             建設業許可番号を入力   
      許可番号が無い場合は電話番号を入力   

 
配置技術者相当職の年収（円） 
 

元請負人：１  
現場代理人相当職 主任技術者相当職 下請負人：２ 下請負人：３ 
    

 
所要工期（日間） 

元請負人：１ 下請負人：２ 下請負人：３ 
            日間         日間         日間 

 
 

工事区分・工種・種別・細別 
 

規  格  名  称 
 

数 量 
 

単 位 
（単位：円） 

金   額 
 
 

 
 

 
 

 直接工事費        
  共通仮設費        
    共通仮設費（積上分）        

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

        
    共通仮設費（率計上分）        

        

        

        
  純工事費        
   現場管理費        

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

        
        
 工事原価        
       一般管理費        
 工事価格        
 消費税額及び地方消費税        
 工事費計        

※県の設計書に対応した内訳書を作成，工事区分の規格まで記載すること。 

 ※「主任技術者相当職」には，監理技術者並びに特定監理技術者及び監理技術者補佐を含み，特例監理技術者及び監理技術者補佐を配置する場合は，特例監理技術者の年収 

を記載した上，その後ろに監理技術者補佐の年収を括弧書きで記載すること。 
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様式第２－２号 

 

手 持 ち 工 事 の 状 況 

                                                           

 

発 注 者 

 

工 事 名 

 

 工 期 

 

金  額 

 

備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 
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様式第２－３号    
                           

手 持 ち 資 材 の 状 況 

 

 

品  名 

 

 

規 格・型 式 

 

 

単位 

 

 

数量 

 

棚 卸 金 額     

又 は 今 期     

減価償却額     

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           
円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 当該工事で使用する予定の手持ち資材について記載すること。 
※２ 本様式に記載した手持ち資材について，保管されている在庫品の写真を添付。但し，写真

は，場所が特定できるように，保管場所の全景と在庫品の全景を撮影したもの，さらに工事

現場に搬入されたものと同じものであることが確認できるように，製造番号等を識別できる

ものを添付すること。 
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様式第２－４号 

 

資材購入先及び購入先と入札者の関係 

 

 

品  名 

規 格 

型 式 

 

数量 

 

金 額 

購   入   先 

 業 者 名  所 在 地 関 係 

 

 

 

 

 

 

       千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 納入業者の見積書も添付すること。
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様式第２－５号 

 

手 持 機 械 及 び 手 持 設 備 の 状 況 

 

機 械 及 び 

設 備 名 称 

 

能   力 

 

 

単位 

 

 

数量 

 

 

メーカー名 

 

 

今期減価 

償 却 額 

 

購 入 

年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 当該工事で使用予定の手持機及び手持設備について記載すること。 
※２ 機械等の写真（当該機械固有の特徴が分かる部分（固有番号等）及び機械全体が分かるよ

うに撮影したもの）と購入年月日が確認できる書類の写しを添付。 
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様式第２－６号                              

労 務 者 の 具 体 的 供 給 見 通 し 

                                                （会社名          ） 

 

工  種 

 

 

職  種 

 

単価（円／日）   

員 数 

 

 

備   考 

 

 

最低額 

 

最高額 

 

 

 

 

       円 

 

     円 

 

          
人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 元請負人及び一次下請人毎に作成。 

※２ 「員数」の欄には，使用する労務者の延べ人数を記載。 

※３ 当工事に従事予定労務者の日当り賃金単価について，職種毎に最高額と最低額を記入。なお，日当り賃金単価と

は， 職種毎の１日８時間労働に換算した単価をいう。 

※４ 職種は，毎年度国土交通省が発表する「公共工事設計労務単価」のうち，必要な職種を記載。 

※５ 該当職種の労働者が１名の場合や全員の日当り賃金単価が同額である場合は，最低額と最高額の両方に同じ金額

を記入。 

※６ 本様式に記載した自社労務者が自社社員であることを証明する書面及び過去３月分の支払給与実績等が確認でき

る給与明細書又は労働基準法第 108 条の規定に基づく賃金台帳の写し等を添付する。 

※７ 自社労務者を資格の保有が必要な職種に充てようとするときは，その者が必要な資格を有していることを証明す

る書面を添付する。 

※８ 下請予定業者が使用する労務者に係る労務単価の見積額が，合理的かつ現実的な金額であることを明らかにした

書面は，様式２－11 号の添付書類として提出する。 
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様式第２－７号 

 

安 全 対 策 の 計 画 

 

 １ 安全対策の確保について 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 使用予定資機材 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 保安要員等の計画 

 

 

 

 

 

 

  

 ４ その他 

 

 

 

 

 

 

※当該工事の現場状況に応じた安全対策について記載すること。
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様式第２－８号 

 

技 術 者 等 の 配 置 計 画 

 

 

 

区  分 

 

 

氏   名 

 

 

資   格 

 

 

取得年月日 

 

免 許 番 号 

交 付 番 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 当該工事に配置を予定している「現場代理人」，「監理技術者」，「特例監理技術者」，

「監理技術者補佐」，「主任技術者」等全てについて記入すること。 
※２ 本様式に記載した技術者等が自社社員であることを証明する書面の写しを添付。 
※３ 記載した技術者が必要な資格を有することを証明する書面の写しを添付。 
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様式第２－９号 

 

過 去 に 施 工 し た 公 共 工 事 の 成 績 

 

 

発 注 者 

 

工 事 名 

 

工 期 

 

金額（千円） 

 

成  績 
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様式第２－10 号 

 

建 設 副 産 物 の 搬 出 予 定 の 状 況 

 

建 設 副 産 物 受け入れ予定箇所 受け入れ価格 備考 

                  

円 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※１ 当該工事で発生する全ての建設副産物について記入すること。 
※２ 受入れ予定会社が作成した見積書を添付。 
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様式第２－11 号 

 

下 請 予 定 業 者 名 及 び 予 定 下 請 金 額 

 

工  種 

 

業 者 名 

 

所 在 地 

 

予定下請金額 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

 

          千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 下請予定業者について全て記入すること。 

※２ 備考欄には電話番号等を記入すること。 

※３ 本様式に記載した全ての下請業者について，その作成した見積書（建設業法（昭和 24

年法律第 100 号）第 20 条に基づき，機械経費，労務費，資材費，その他の費用の区分別

の経費内訳を明らかにしたもの）を添付する。 

※４ ※３の見積書に係る労務費について，その下請予定業者が労務者に支払った給与の実

績が確認できる過去３月分の給与明細書又は労働基準法第 108 条の規定に基づく賃金台

帳の写し等を添付する。 
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様式第３号 

 

調  査  結  果 

 

茨城県企業局  課（室） 

 

  １ 

 

 

  工 事 の 名 称 

 

 

 

 

 

  ２ 

 

 

  場       所 

 

 

 

 

 

  ３ 

 

 

  入   札   日 

 

 

 

 

 

  ４ 

 

 

 最 低 価 格 入 札 者 等           

 

 

 

 

 

  ５ 

 

 

 入 札 価 格           

 

 

 

 

 

  ６ 

 

 

 予 定 価 格           

 

 

 

 

 

  ７ 

 

 

 調 査 基 準 価 格           

 

 

 

 

 

（調査結果） 
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様 式 第 ４ 号  

低 入 札 価 格 調 査 結 果 表  
 

工事番号,工事名 発注課所  
 
 

 
 
 
 
 

予定価格                    円 
 

調査基準価格                      円 

調査対象業者 
 

応札額            円 
 

応札率        ％ 
 

開札日   年  月  
日  

 〔調査実施日〕   年 月 日～   年 月 日  
その価格により入札した理由  
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
   特に留意した費目  判 断 事 項  判 断  判 断 理 由   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１直接工事費  
・  
・  
・  
 
２共通仮設費  
・  
・  
 
３現場管理費  
・  
・  
４一般管理費  
・  
・  
・  
 
 
 
 
 
 
 

1 数値的判断基準への適合 
 

適 
不適 

 
 

2(1) 各種調査表の全部の提出 
 

適 
不適 

 
 

2(2) 入札時に提出した工事費内訳書と各種調査表との記載内
容の整合性 

適 
不適 

 
 

2(3) 企業努力による適正な見積に基づく公正な価格競争の結
果であること 

適 
不適 

 
 

2(4) 工事の手抜き等による品質の低下,下請へのしわ寄せ,労
働条件の悪化,安全対策の不徹底につながる恐れのないこと 

適 
不適 

 
 
 

2(5) 入札金額の積算に係る数量が設計数量を充足 
 

適 
不適 

 
 

2(6) 入札金額の積算に係る材料･製品の品質･規格が仕様書等
に適合 

適 
不適 

 
 

2(7) 入札金額の積算上,建設副産物の適正な処理費用の計上 適 
不適 

 
 

2(8) 関係法令への違反なし 
 

適 
不適 

 
 

2(9) 調査に対する合理的な説明 
 

適 
不適 

 
 

2(10) 発注者が求めたすべての資料の提出･提示  
 

適  
不 適  

 
 

判 断 結 果  
 

契約の内容に適合した履行がされない恐れがないこと 
 

適 
不 適  
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                                  第２-４ 企業局低入札価格調査制度実施運営要領 

様式第５号 

第     号  

  年  月  日  

 

 

                  殿 

 

 

                          茨城県公営企業管理者 

                            企業局長  

 

 

入 札 結 果 通 知 書               

 

 

   年  月  日に入札を執行し開札の結果，落札の決定を保留していた下記の工事につい

て，調査の結果，  年  月  日付けで貴殿に落札決定したので，通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 工事番号 

 

 

２ 工事名 

 

 

 

 

 

 



                                  第２-４ 企業局低入札価格調査制度実施運営要領 

様式第６号 

第     号  

  年  月  日  

 

 

                  殿 

 

 

                          茨城県公営企業管理者 

                            企業局長  

 

 

入 札 結 果 通 知 書               

 

 

   年  月  日に入札を執行し開札の結果，落札の決定を保留していた件について，調査

の結果，下記のとおり決定したので，通知します。 

 

 

記 

 

１ 工事番号 

 

２ 工事名 

 

３ 落札業者名 

 

４ 落札金額 

 

５ 落札決定日 

 

 

 

 

 



                                  第２-４ 企業局低入札価格調査制度実施運営要領 

様式第７号 

  年  月  日  

 

 

 低入札価格審査部会長 殿 

 

 

                              ○○課（室）長 

 

 

低入札価格審査部会での審査について 

 

 

   年  月  日に入札を執行した下記の工事については，調査の結果，契約の内容に適合

した履行がされないおそれがあると認められるので，別紙のとおり低入札価格調査表を提出し，

低入札価格審査部会での審査を求めます。 

 

 

記 

 

 

１ 工事番号 

 

２ 工事名 

 

３ 調査対象業者名 

 

 

 

 

 



                                  第２-４ 企業局低入札価格調査制度実施運営要領 

様式第８号 

  年  月  日  

 

 

 ○○課（室）長 殿 

                            

 

                           低入札価格審査部会長 

 

 

低入札価格審査部会での審査結果について 

 

 

   年  月  日付けにより審査を求められた下記の工事に係る低入札価格審査部会での審

査結果は，下記のとおりです。 

 

 

記 

 

 

１ 工事番号 

 

２ 工事名 

 

３ 調査対象業者名 

 

４ 審査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                  第２-４ 企業局低入札価格調査制度実施運営要領 

様式第９号 
 

低入札価格調査対象業者（非）落札決定伺い  
 
                                           年  月  日  茨城県企業局    課（室） 

 
会 長 

 

 
副会長 

 

 
委          員 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
      
１ 当該工事の概要 
（1）工事名 
 
（2）工事内容 
 
（3）非落札対象業者，設計金額，予定価格，調査基準価格及び入札価格 
 
 
２ 調査の結果，適合した履行がされないおそれがあると認められる理由 
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                                  第２-４ 企業局低入札価格調査制度実施運営要領 

様式第１０号 

第     号  

  年  月  日  

 

                    殿 

 

                             茨城県企業局 

                              ○○課（室）長 

 

低入札調査表等の提出について 

 

   年  月  日に入札を執行し開札の結果，落札の決定を保留していた○○○○○工事に

ついて，先に調査を実施した者を落札者としないことに決定しました。ついては，貴社の入札し

た入札価格が，調査基準価格を下回っていますので，下記により書類を作成し，  年  月  

日までに提出して下さい。 

  

記 

１ 提出資料 
 下記（１），（２）のいずれかの書類を提出して下さい。 

（1）低入札調査表（様式第２号）及び当該様式に示す以下の添付資料 

   ア  低入札価格調査用工事費内訳書（様式第２－１号） 

   イ 手持ち工事の状況（様式第２－２号）    
     ウ 手持ち資材の状況（様式第２－３号） 

   エ 資材購入先及び購入先と入札者の関係（様式第２－４号） 

    オ  手持機械及び手持設備の状況（様式第２－５号） 

    カ 労務者の具体的供給見通し（様式第２－６号） 

    キ  安全対策の計画（様式第２－７号）  
    ク 技術者等の配置計画（様式第２－８号） 

      ケ  過去に施工した公共工事の成績（様式第２－９号） 

      コ 建設副産物の搬出予定の状況（様式第２－10 号） 

      サ 下請予定業者名及び予定下請金額（様式第２－11 号） 
   シ 事業報告書等（最新の事業報告書の写し） 

    その他特別な理由により，市場価格より低い価格で当該工事が施工できる理由 
 
（2）低入札価格調査辞退届出（様式第１－２号） 
 

２ 留意事項 
（1）低入札調査表を提出した場合 
  後日，事情聴取を行います。事情聴取の日時，場所等は別途お知らせします。 
（2）低入札価格調査辞退届出を提出した場合 
  低入札価格調査を終了します（入札は無効となります。） 
  なお，本届出の提出により無効となった場合でも，不利益な取り扱いを受けることはありま

せん。 

 
 



                                  第２-４ 企業局低入札価格調査制度実施運営要領 

様式第１１号 

第     号  

  年  月  日  

 

 

                  殿 

 

 

                          茨城県公営企業管理者 

                            企業局長  

 

 

入 札 結 果 通 知 書               

 

 

    年  月  日に入札を執行し開札の結果，落札の決定を保留していた下記の工事につ

いて，調査の結果，契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認め，貴殿を落札者に決

定しないこととなったので，通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 工事番号 

 

 

２ 工事名 

 

 

３ 理由 

 


